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背景
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• CO2排出量の削減に向けた国
内外におけるICTを活用した
取組の活発化（スマートグ
リッド、スマートシティ
等）

• 東日本大震災の影響による
電力供給の大幅低下と全産
業に対する節電要請

• 生産性を維持した省エネ型
社会経済活動の重要性

• クラウド活用による効率的
なシステム導入と環境情報
の高度分析が期待

• IPv6技術の活用による大量
機器の管理・制御が可能

 ICTを活用し効率的に環境負荷軽減を実現するIPv6環境クラウドサービスの進
展が期待

健全にIPv6環境クラウドサービスが普及するためには、
①事業者が利用者に対し安心・安全に利用できるサービスを提供すること、
②事業者が効率的にシステムを構築すること、
③利用者が健全な事業者を選択し、必要に応じて変更できること
等が求められる。

このため、事業者が環境クラウドを構築・運用する際の指針を作成



ガイドラインの目次
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1.ガイドラインの目的

2.用語の定義

3.ガイドラインの基本的な考え方

4.対象となるモデル

- モデルA：ビル群エネルギー管理システム

- モデルB：都市型施設エネルギー管理システム

- モデルC：地域内エネルギー供給管理システム

5.システム構成に係る要件

6.システム構築・運用に係る要件

（１） 拡張性の確保

- 移植性及び相互運用性

- 事業継続性

- 情報管理

- 仮想化

- アプリケーションの開発・運用管理

（２） 情報セキュリティの確保

- 責任分界点の設定

- ガバナンス及びエンタープライズリスクマネジメント

- 法制度及び電子情報の開示

- コンプライアンス及び監査

- I D管理とアクセス管理

- 暗号化及び鍵管理

- インシデント対応

-データセンターの安全性確保、運用管理

（３） 環境負荷軽減効果の評価

- 環境負荷軽減効果の可視化

 環境クラウドサービスを実現する典型的なモデルを例に、５章では、システムの構成を検討する際に参考
となる事項（必要となる機能、技術要件、インターフェース等）について、実証による知見を交えて記述。

 6章では、環境クラウドサービスの特徴を考慮し、（１）拡張性の確保、（２）情報セキュリティの確保、（３）
環境負荷軽減効果の評価の観点から、システムの構築・運用に当たって考慮することが望ましい事項を
記述するとともに、実証による具体的対策例等を記述。



環境クラウドサービスとは
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環境クラウドサービスとは

 環境情報（エネルギー需給、気温、湿度、等）を収集・可視化・解析したり、その結果に基づき、
環境負荷軽減に資するよう機器・設備を制御する機能を、クラウド技術を活用して実現する
サービス

特徴

 クラウド技術の活用により、ネットワーク上に効率的にICTシステムを集約することが可能

 環境情報をクラウド上に収集することにより、高度な可視化、解析、制御が可能

 オープンなインターネット上に構築することによりシステムの拡張性や高度なサービス連携が
期待

 インターネット等の通信インフラを介して効率的に膨大な数のセンサを利用するにはIPv6技術
の活用が重要



ガイドラインの目的、対象者
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目的

対象者

 環境クラウドサービスを提供する事業者が、環境クラウドを構築・運用する際の指針として活
用することにより、同サービスの普及を促進する。

 また、環境クラウドサービスの利用者が、同サービスの提供を受ける事業者を選定する際の
指標として活用することも可能。

＜事業者＞
環境クラウドサービスを提供する者（複数の者が連携してサービス提供される場合も想定）

＜利用者＞
ビルオーナー、ビル管理者、施設管理者、店舗責任者、一般家庭、自治体、エネルギー供給業
者、等
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○ 環境クラウドサービスを実現する３つの典型的なモデルを想定

○ それぞれのモデルについて実証実験を実施し、環境クラウドを構築･運用する際に事業者等が実施すべき事
項及びその具体的な手法等について検証

モデルＢ モデルＣ都市における多様な施設
の機器の管理・制御

地域内のエネルギー供給に
係る管理

環境クラウド環境クラウド

商業施設

一般住宅
（個人）

宿泊施設 交通機関

施設所有者

(多様な店舗)

一般住民

サイネージ

店舗責任者 交通機関
管理者

省エネサービス
事業者等

多様な施設毎
のエネルギー消
費の特徴の違
い等を考慮した
エネルギー管理

環境クラウド環境クラウド

分散型発電 EVインフラ

環境センサー

分散型発電者 エネルギー供給業者

地方公共団体等

地域内の発電
設備等に関す
るエネルギー
供給管理

・・・

モデルＡ
ビル群のエネルギーや
熱供給量の管理・制御

環境クラウド環境クラウド

ビル群

ビルオーナー
ビル管理事業者

エネルギー
供給業者

詳細なビル管理
情報に基づくエネ
ルギー管理

モデルＡ モデルＢ モデルＣ

想定される主
な利用者

ビルオーナー 施設所有者（商業施設、宿泊施設、交通機関等）
、店舗、個人等

エネルギー供給業者、分散型発電設置者（行政、
企業、個人）

利用の目的・
特徴

ビル管理事業者やエネルギー供給業者と連
携して、複数ビルのエネルギー消費を一括し
て管理･制御（詳細かつ大量のビルエネルギ
ー消費情報の管理）

省エネサービス事業者や地方公共団体等と連携
して、多様な施設毎のエネルギー消費を管理･制
御（多様な利用者へのサービス提供を考慮した
エネルギー情報の管理）

地方公共団体等と連携して、地域の発電設備等
のエネルギー供給に係る情報を管理（エネルギー
供給及び関連する環境情報の管理）

実証実験の
実施地域

東京、横浜、名古屋 広島市（中心部） 広島市を含む広域

典型的な環境クラウドサービスモデルと実証実験



環境クラウドサービスが取扱う環境情報（モデルによる整理）
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○ 各モデルでは、以下の情報を計測・収集し、クラウド上のデータ計測・収集・制御システムで管理する。

○ これらの情報は、利用者の需要に応じて可視化し、エネルギー消費の無駄の削減、環境負荷軽減に資
する普及啓発、研究利用（２次利用）等に活用されることが想定される。

測定対象施設 大規模ビル 中規模ビル

測定情報

（建物全体部） (各フロア)
・受電電力量 ・照明コンセント電力量
・冷水消費量 ・空調機消費電力
・蒸気消費量 ・冷水消費熱量
・外気温度 ・温水消費熱量
・外気湿度 ・室内温度・湿度

(各フロア)
・消費電力

測定対象施設 商業施設 宿泊施設（ホテル）
交通機関 住宅

駅 車両 学生寮 社宅

測定情報

• 空調電力
• 照明電力

• 電力量
• 熱源熱量
• 空調機
• 冷温水器
モード他

• 空調電力
• 照明電力

• 電力量
• 室温
• 空調設定
• 温度
• 空調モード

• 電力量 • 電力量
• 温度
• 湿度

• 建物全体の
電力量

• 各コンセント
の使用電力

• 各コンセント
の使用電力

測定対象施設 太陽光パネル ＥＶインフラ 環境センサー

測定情報

• 電力・電圧・電流（直流、交流）
• 動作モード
• 日照強度

• 使用電力量 • 温度・湿度
• 風向・風速
• 雨量
• ＣＯ２濃度

ビル群エネルギー管理システムの場合（モデルＡ）

都市型エネルギー管理システム（モデルＢ）

地域型エネルギー管理システム（モデルＣ）
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環境クラウドサービスにおける事業者と利用者の関係

 環境クラウドサービスは、複数の事業者の垂直連携により提供される場合がある。

 利用者からは、直接契約を締結しない基盤レイヤー（プラットフォーム、インフラ等）の事業者の存在を意
識されない場合があるが、環境クラウドサービスに関わる事業者がそれぞれ何をすべきか、あるいは、上
位レイヤーを担う事業者が基盤レイヤｰを担う事業者に何を要求すべきかがわかるようにレイヤー毎の要
件を記載する。

環境クラウドサービス事業者と利用者

利用者
アプリケーションレイヤー
（個別の環境クラウドサービスを
提供するためのアプリケーション）

インフラレイヤー
（個々の機器、設備、データセンタ、ネットワーク等）

プラットフォームレイヤー
（環境クラウドサービスを提供する際に
共通して必要となる基盤（仮想化環境等））

環境クラウドサービス事業者

環境アプリケーション
提供者

プラットフォーム
提供者

インフラ提供者



ガイドライン構成の考え方
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 環境クラウドサービスを実現する「システム構成要素」において必要とされる機能、技術要素等を記述。
更に新たに環境クラウドサービスを開始する者の参考となるよう、実証実験において採用した詳細な構
成・標準技術等を記述し具体的な実現方法例を提供。

 「構成要素間のインターフェース」について、標準的なプロトコルを例示するとともに、既存システムやイン
ターネットに接続する際の留意点など、考慮すべき項目を記述。更に具体的な対処例を提供。

 IPv6技術を活用する際の優れた点や留意すべき点について記述。

「システム構成に係る要件」

「システム構築・運用に係る要件」

 「ガイドライン骨子」の項目に則り、（１）「拡張性の確保」、（２）情報セキュリティの確保及び（３）環境負荷
軽減効果の評価について、アプリケーションレイヤー、プラットフォームレイヤー、インフラレイヤーごとに
推奨要件を記述。

 ＩＣＴ業界だけではなく、新たに環境クラウドを構築する多様な業界が本ガイドラインの読者となることを想
定し、要件の記述については、一通りの網羅性を担保する。（クラウドサービスや情報セキュリティ等の分
野について、より具体的な内容を理解する場合には、当該分野に特化した法令・基準・ガイドライン等を
参照することが望ましい。）

 環境クラウドの特徴（既存のシステムとの相互接続性の確保、等）といえる事項については、記述内容を
充実。

 さらに、実証実験等により得られた具体的な対策事例や留意が必要な点を記述。



各モデルの主な特徴
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モデルA
（ビル群エネルギー管理システム）

モデルB
（都市型施設エネルギー管理システム）

モデルC
（地域内エネルギー供給管理システム）

モデルの主
な特徴と関
連する項目

• ビル管理事業者やエネルギー供給
業者と連携して、複数ビルのエネル
ギー消費を一括して管理･制御（詳
細かつ大量のビルエネルギー消費
情報の管理）

• 省エネサービス事業者や地方公共
団体等と連携して、多様な施設毎の
エネルギー消費を管理･制御（多様な
利用者へのサービス提供を考慮した
エネルギー情報の管理）

• 環境負荷軽減効果の分析を目的とし
たデータの2次利用

• 地方公共団体等と連携して、地域の
発電設備等のエネルギー供給に係
る情報を管理（エネルギー供給及び
関連する環境情報の管理）

• 環境負荷軽減効果の分析や普及啓
発を目的としたデータの2次利用

（１）計算負荷のバースト的な発生に対
する柔軟な対処、リアルタイム処理
→ 事業継続性、仮想化、データセンター
の安全性確保、運用管理

（２）ビルオーナーの要求を満たすエネ
ルギー消費の分析と可視化
→ 環境負荷軽減効果の可視化

（３）既存のビル管理システムからクラ
ウドへのシームレスなマイグレーシ
ョン
→ 移植性及び相互運用性、ＩＤ管理とアク

セス管理

（１）利用者の増加を想定した設計
→ 仮想化、ＩＤ及びアクセス管理

（２）多様なネットワーク環境を前提とし
たサービス提供
→ 事業継続性

（３）環境負荷軽減効果の分析を目的と
した研究者等へのデータの提供（２次
利用）
→ 情報管理、責任分解点、ガバナンス及

びエンタープライズリスクマネジメント

（１）急激な対象設備数の増加を想定し
た設計
→ 事業継続性、仮想化、インシデント管理

（２）環境負荷軽減効果の分析を目的と
した外部アプリケーションとのデータ
連係
→ 移植性及び相互運用性、ＩＤ及びアクセ
ス管理、情報管理

（３）環境負荷軽減の普及啓発を目的と
て公共向けに情報提供（2次利用）
→ 移植性及び相互運用性、アプリケーショ
ン開発/運用管理、情報管理

○ 各モデルの主な特徴を以下のように整理。

○ このような特徴を踏まえ、環境クラウドサービスに推奨される要件を記載。
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典型的な3つのモデルの実証実験から得られた知見
（具体的対策例、考慮すべき事項等）を記述

システムの構築・運用の際に考慮すべき項目毎にその目的及び概要を記載。

• 上記項目を細分化し、事業者等に推奨される要件を
具体的に解説（実施の手引き）。

• アプリケーションレイヤ、プラットフォームレイヤ、イン
フラレイヤに分けて、事業者や利用者に推奨される
要件を記載。

ガイドラインのページの構成
（システム構築・運用に係る要件（１）拡張性の確保「移植性及び相互運用性」の例）
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ガイドラインのページの構成
（システム構築・運用に係る要件（２）情報セキュリティの確保「ＩＤ管理とアクセス管理」の例）


